
 

 

ⅣⅣ..関関連連資資料料  
１.川崎市福祉のまちづくり条例 

平成９年７月１日条例第３６号 
最近改正令和７年３月２６日条例第３３号 
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第第１１章章  総総則則  
（目的） 

第１条 この条例は、すべての市民が住み慣れた地域社会において安心して快適な生活を営み、積極的
に社会参加を行い、及び心豊かな生活を送ることができるよう行われる福祉のまちづくりに関し、市、
事業者及び市民の責務を明らかにし、並びに市の基本方針に基づく施策について定めるとともに、高
齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できる施設の整備について必要な事項を定めることにより、福
祉のまちづくりの総合的推進を図り、もって市民の福祉の増進に資することを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平
成１８年法律第９１号。以下「法」という。）及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律施行令（平成１８年政令第３７９号。以下「令」という。）で使用する用語の例による。 

２ この条例において「公共的施設」とは、官公庁の施設、社会福祉施設、医療施設、教育文化施設、
公共交通機関の施設、宿泊施設、商業施設、共同住宅、事務所、道路、公園その他の不特定かつ多数
の者の利用に供する施設で規則で定めるものをいう。 
（市の責任） 

第３条 市は、この条例の目的を達成するため、福祉のまちづくりに関する施策を総合的に実施する責
務を有する。 

２ 市は、自ら設置し、又は管理する施設について、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できるよ
うその整備に努めるものとする。 
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（事業者の責務） 
第４ 条事業者は、福祉のまちづくりの重要性及び自らの事業活動が地域社会と密接な関係にあること

を認識し、自ら設置し、又は管理する施設について、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できる
ようその整備に努めるとともに、他の事業者と協力して福祉のまちづくりの推進に努めなければなら
ない。 

２ 事業者は、市が実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 
（市民の責務） 

第５条 市民は、福祉のまちづくりの重要性及び地域社会の一員としての自らの役割を認識し、相互に
協力して福祉のまちづくりの推進に努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 
３ 市民は、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できるよう整備された施設の利用の妨げとなる行

為をしてはならない。 
（協力及び連携） 

第６条 市、事業者及び市民は、相互に協力し、及び連携し、一体となって福祉のまちづくりを推進し
なければならない。 

第第２２章章  福福祉祉ののままちちづづくくりりのの基基本本方方針針等等  
（施策の基本方針） 

第７条 市は、福祉のまちづくりを推進するため、次に掲げる基本方針に基づく施策を総合的に実施す
るものとする。 

（１）すべての市民が、福祉のまちづくりに関する理解を深めるとともに、積極的に福祉のまちづくり
に取り組むよう意識の高揚を図ること。 

（２）高齢者、障害者等が、安全かつ快適に利用できるよう施設を相互の連携に配慮して整備すること。 
（情報の提供等） 

第８条 市は、事業者及び市民に対し、福祉のまちづくりに関する情報の提供、技術的指導又は助言を
行うものとする。 
（財政上の措置） 

第９条 市は、福祉のまちづくりを推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 
第第３３章章  施施設設のの整整備備  

第１節 公共的施設の整備 
（整備基準） 

第１０条 市長は、公共的施設の構造及び設備等の整備に関し、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利
用できるものとするために必要な基準（以下「整備基準」という。）を定めるものとする。 

２ 整備基準は、次に掲げる事項について、公共的施設の種類の区分に応じて規則で定める。 
（１）移動等円滑化経路（令第１９条第１項に規定する移動等円滑化経路をいう。以下同じ。）に関す

る事項 
（２）敷地内の通路に関する事項 
（３）出入口に関する事項 
（４）廊下及び階段に関する事項 
（５）エレベーターに関する事項 
（６）便所に関する事項 
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（７）駐車場に関する事項 
（８）標識、案内設備及び案内設備までの経路に関する事項 
（９）歩道及び公園の園路に関する事項 
（10）前各号に掲げるもののほか、高齢者、障害者等の利用に配慮すべき事項 

（整備基準の遵守） 
第１１条 公共的施設の新築、新設、増築、改築、用途の変更、大規模の修繕又は大規模の模様替え（以

下「新築等」という。）をしようとする者は、整備基準を遵守しなければならない。ただし、整備基
準を遵守した場合と同等以上に高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用することができると認められ
る場合又は規模、構造、地形の状況等により整備基準を遵守することが困難であると認められる場合
は、この限りでない。 
（既存施設の整備） 

第１２条 この条例の施行の際現に存する公共的施設（新築等の工事中のものを含む。以下「既存施設」
という。）を設置し、又は管理する者は、当該既存施設について、整備基準に適合させるよう努めな
ければならない。 
（維持及び保全） 

第１３条 公共的施設を設置し、又は管理する者は、当該公共的施設を整備基準に適合させた場合は、
当該適合させた部分の機能の維持及び保全に努めなければならない。 
（整備基準適合証の交付） 

第１４条 公共的施設を設置し、又は管理する者は、当該公共的施設を整備基準に適合させているとき
は、市長に対し、規則で定めるところにより、整備基準に適合していることを証する証票（以下「整
備基準適合証」という。）の交付を請求することができる。 

２ 市長は、前項の規定による請求があった場合において、当該公共的施設が整備基準に適合している
と認めるときは、当該請求をした者に対し、整備基準適合証を交付するものとする。 

第２節 指定施設の整備 
（事前協議） 

第１５条 公共的施設で規則で定める種類及び規模のもの（以下「指定施設」という。）の新築等をし
ようとする者は、その計画（整備基準に適合させるべき部分を含まない計画を除く。）について、規
則で定めるところにより、あらかじめ市長に協議しなければならない。これを変更しようとする場合
（規則で定める軽微な変更の場合を除く。）も、同様とする。 
（指導又は助言） 

第１６条 市長は、前条の規定による協議があった場合において、当該協議に係る指定施設の新築等の
計画が整備基準に適合しないと認めるときは、当該協議をした者に対し、必要な指導又は助言を行う
ことができる。 
（工事完了の届出、完了検査等） 

第１７条 第１５条の規定による協議をした者は、当該協議に係る指定施設の新築等の工事を完了した
ときは、規則で定めるところにより、速やかに市長に届け出て、当該指定施設の構造及び設備等に関
し市長の検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出をしない者に対し、当該届出をするよう指導を行うことができる。 
３ 市長は、第１項の規定による検査を行った場合において、第１５条の規定により行われた協議の内

容と異なると認めるときは、工事完了の届出をした者に対し、必要な指導又は助言を行うことができ
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る。 
（勧告） 

第１８条 市長は、第１５条の規定による協議を行わずに工事に着手した者に対し、当該協議を行うべ
きことを勧告することができる。 

２ 市長は、前条第２項の規定による指導を受けた者が、正当な理由なく指導に従わないときは、当該
指導に従うよう勧告することができる。 

３ 市長は、第１５条の規定による協議をした者が、当該協議の内容と異なった工事を行った場合で前
条第３項に規定する指導又は助言に正当な理由なく従わないときは、当該指導又は助言に従うよう勧
告することができる。 
（公表） 

第１９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に応じないときは、
その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ当該公表される者にその理由を通
知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 
（適合状況の報告等） 

第２０条 市長は、必要があると認めるときは、既存施設のうち指定施設であるもの（以下「既存指定
施設」という。）を設置し、又は管理する者に対し、当該既存指定施設が整備基準に適合しているか
どうかの報告を求めることがきる。 

２ 市長は、前項の規定による報告があった場合において、当該報告に係る既存指定施設が整備基準に
適合しないと認めるときは、当該報告をした者に対し、必要な指導又は助言を行うことができる。 
（立入調査） 

第２１条 市長は、第１６条から第１８条まで、第１９条第１項及び前条の規定の施行に必要な限度に
おいて、その職員に、指定施設に立ち入り、当該指定施設が整備基準に適合しているかどうかを調査
させ、又は関係者に質問させること（以下「立入調査」という。）ができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけれ
ばならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
第３節 公共車両等、公共的工作物及び住宅の整備 

（公共車両等の整備） 
第２２条 鉄道の車両、自動車その他の旅客の運送の用に供するもの（以下「公共車両等」という。）

を所有し、又は管理する者は、当該公共車両等について、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用で
きるようその整備に努めなければならない。 
（公共的工作物の整備） 

第２３条 公衆電話ボックスその他の不特定かつ多数の者の利用に供する工作物（以下「公共的工作物」
という。）を設置し、又は管理する者は、当該公共的工作物について、高齢者、障害者等が安全かつ
快適に利用できるようその整備に努めなければならない。 
（住宅の整備） 

第２４条 住宅を供給する事業者は、当該供給する住宅について、高齢者、障害者等が安全かつ快適に
利用できるようその整備に努めなければならない。 

２ 市民は、その所有する住宅について、居住する者が将来にわたって安全かつ快適に利用できるよう
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その整備に努めなければならない。 
第第４４章章  高高齢齢者者、、障障害害者者等等のの移移動動等等のの円円滑滑化化のの促促進進にに関関すするる法法律律のの規規定定にに基基づづくく事事項項  

（特別特定建築物に追加する特定建築物） 
第２５条 法第１４条第３項の条例で定める特定建築物は、次に掲げるもの（建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）第８５条第１項若しくは第２項に規定する応急仮設建築物又は同条第５項若しくは
第６項の許可を受けた建築物（次条において「応急仮設建築物等」という。）を除く。）とする。 

（１）学校（令第５条第１号に規定するものを除く。） 
（２）共同住宅 
（３）老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの（令第５条第９号に規定するものを

除く。） 
（４）体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場（令第５条第１１号に

規定するものを除く。） 
（特別特定建築物等の新築の規模） 

第２６条 法第１４条第３項の条例で定める建築の規模は、新築の場合において、別表の左欄に掲げる
特別特定建築物等（特別特定建築物及び前条各号に掲げる特定建築物をいう。以下同じ。）（応急仮設
建築物等を除く。）の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 
（建築物移動等円滑化基準に付加する事項） 

第２７条 法第１４条第３項の規定により同条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準に付加する
事項（次項に規定する条例対象小規模特別特定建築物（令第１０条第２項に規定する条例対象小規模
特別特定建築物をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）は、次条から第３２条までに定めるところ
による。 

２ 条例対象小規模特別特定建築物について法第１４条第３項の規定により同条第１項に規定する建
築物移動等円滑化基準に付加する事項は、次条から第３０条まで、第３２条及び第３３条に定めると
ころによる。 
（階段） 

第２８条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階段は、次に掲げ
るものでなければならない。 

（１）踊場に手すりを設けること。 
（２）主たる階段は、回り階段でないこと。 
（３）主たる階段の幅（当該幅の算定に当たっては、手すりの幅は、１０センチメートルを限度として、

ないものとみなす。）は、１３０センチメートル以上とすること。 
２ 前項第３号の規定は、当該階段を共同住宅に設ける場合並びに当該階段を設けようとする特別特定

建築物等に令第１９条第２項第５号に規定するエレベーター及びその乗降ロビーが設けられている
場合には、適用しない。 
（便所） 

第２９条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合
（令第 14 条第２項の規定により車椅子使用者用便房（同項に規定する車椅子使用者用便房をいう。
以下同じ。）を設ける場合を除く。）は、当該便所のうち１以上に、車椅子使用者用便房を１以上（男
子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）設けなければならない。 

２ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は、床の表面を滑り
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にくい材料で仕上げなければならない。 
３ 車椅子使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口の幅は、80 センチメートル以上

としなければならない。 
（移動等円滑化経路） 
第３０条 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 
（１）移動等円滑化経路を構成する直接地上へ通ずる出入口の幅は、９０センチメートル以上とするこ

と。 
（２）移動等円滑化経路を構成する令第６条第２号に規定する廊下等（以下「廊下等」という。）の幅

は、１４０センチメートル以上とすること。 
（３）移動等円滑化経路を構成する傾斜路（階段に代わるものに限る。）の幅は、１４０センチメート

ル以上とすること。 
（４）移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、次に掲げるものであること。 

ア幅は、１４０センチメートル以上とすること。 
イ傾斜路の幅は、段に代わるものにあっては、１４０センチメートル以上とすること。 

２ 前項第２号及び第３号の規定は、共同住宅を建築する場合には、適用しない。 
（増築等に関する適用範囲） 

第３１条 建築物の増築又は改築（用途の変更をして特別特定建築物等にすることを含む。以下この条
において「増築等」という。）をする場合には、前３条の規定は、次に掲げる建築物の部分（第２号、
第４号又は第５号の経路が２以上ある場合にあっては、いずれか１の経路に係る部分）に限り、適用
する。 

（１）当該増築等に係る部分 
（２）令第 19 条第１項第１号に規定する道等（以下この条及び第３３条において「道等」という。）か

ら前号に掲げる部分にある同項第１号に規定する利用居室（以下この条において「利用居室」とい
う。）までの経路（当該利用居室が令第 15 条の劇場等の客席である場合にあっては、車椅子使用者
用経路（令第 19 条第１項第１号に規定する車椅子使用者用経路をいう。以下同じ。）を含む。）を
構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター及び敷地内の通路 

（３）不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所 
（４）第１号に掲げる部分にある利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）か

ら車椅子使用者用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）までの経路（当該利用居室
が令第 15 条の劇場等の客席である場合にあっては、車椅子使用者用経路を含む。）を構成する出入
口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター及び敷地内の通路 

（５）令第 18 条第１項に規定する車椅子使用者用駐車施設（令第 23 条第５号に掲げる駐車場に設けら
れるものに限る。）から第１号に掲げる部分にある利用居室（当該部分に利用居室が設けられてい
ないときは、道等）までの経路（当該利用居室が令第 15 条の劇場等の客席である場合にあっては、
車椅子使用者用経路を含む。）を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター及び敷地
内の通路 

（公立小学校等及び特定建築物に関する読替え） 
第３２条 令第５条第１号に規定する公立小学校等及び第２５条の規定により特別特定建築物に追加

した特定建築物に対する第２８条第１項、第 29 条第１項及び第２項並びに前条の規定（条例対象小
規模特別特定建築物にあっては、同条の規定を除く。）の適用については、これらの規定中「不特定
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かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」とあるのは、「多数の者が利用
する」とする。 
（建築物移動等円滑化基準に関する規定の準用） 

第３３条 条例対象小規模特別特定建築物の廊下等については令第１１条の規定を、条例対象小規模特
別特定建築物の階段については令第１２条（第６号を除く。）の規定を、条例対象小規模特別特定建
築物の傾斜路については令第１３条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の便所については令第
１４条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の敷地内の通路については令第 17 条の規定を、条
例対象小規模特別特定建築物の駐車場については令第 18 条の規定を、条例対象小規模特別特定建築
物の移動等円滑化経路については令第 19 条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の令第 21 条
第１項及び第２項の規定による設備又は同条第３項の規定による案内所については同条の規定を、条
例対象小規模特別特定建築物の道等から同条第２項の規定による設備又は同条第３項の規定による
案内所までの経路については令第 22 条の規定を準用する。この場合において、令第 19 条第１項中
「次の各号に」とあるのは「第２号又は第３号に」と読み替えるものとし、条例対象小規模特別特定
建築物のうち令第５条第１号に規定する公立小学校等及び第 25 条の規定により特別特定建築物に追
加した特定建築物については、令第 11 条から第 13 条まで、第 14 条第１項、第 17 条、第 18 条第１
項及び第 19 条第１項中「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」
とあるのは「多数の者が利用する」と読み替えるものとする。 
（適用除外） 

第３４条 第２５条から前条までの規定は、市長がこれらの規定によることなく高齢者、障害者等が特
別特定建築物等を円滑に利用できると認めて許可した場合又は建築物若しくはその敷地の形態上や
むを得ないと認めて許可した場合においては、適用しない。 
（手数料） 

第３５条 前条の規定に基づく許可の申請に対する審査を行う場合は、１件につき、２７，０００円の
手数料を徴収する。 

２ 前項の手数料は、申請の際、申請者から徴収する。 
３ 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を減額し、又は免除することができる。 
（１）官公署からの申請によるとき。 
（２）その他市長が減額又は免除を適当と認めるとき。 
４ 既納の手数料は、還付しない。 

第第５５章章  雑雑則則  
（委任） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 
附則 

この条例は、平成１０年１月１日から施行する。 
附則（平成２１年３月２６日条例第１１号） 

（施行期日） 
１ この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ この条例の施行の際現に工事中の特別特定建築物等（改正後の条例第２７条に規定する特別特定建

築物等をいう。以下この項において同じ。）の高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

212



 

 

律（平成１８年法律第９１号）第２条第１９号に規定する建築（用途の変更をして特別特定建築物等
にすることを含む。）については、改正後の条例第４章の規定は、適用しない。 

附則（平成３０年９月１１日条例第６０号） 
この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）附則第１条第２号に
掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。（平成３０年９月
２５日から施行） 

附則（令和３年３月２４日条例第１５号） 
（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第２条及び次項の規定は、同年１０月１日
から施行する。 
（経過措置） 

２ 第２条の規定の施行の際現に工事中の指定施設（川崎市福祉のまちづくり条例第１５条に規定する
指定施設をいう。以下同じ。）の新築等（川崎市福祉のまちづくり条例第１１条に規定する新築等を
いう。以下同じ。）又は第２条の規定の施行の日から令和３年１０月３０日までに工事に着手する指
定施設の新築等については、同条の規定による改正前の条例第２２条の規定は、なおその力を有する。 

附 則（令和４年 10 月 21 日条例第 36 号） 
この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年３月 26 日条例第 33 号） 
（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の条例（以下「新条例」という。）第 29 条第１項、第２項（これらの規定を新条例第 32 条
の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第３項並びに第 31 条（第２号、第４号及び第５
号に係る部分に限る。）の規定は、新条例の施行の日以後に着手する特別特定建築物等（川崎市福祉
のまちづくり条例第 26 条に規定する特別特定建築物等をいう。以下同じ。）の建築（用途の変更をし
て特別特定建築物等にすることを含む。以下同じ。）及び当該建築をした特別特定建築物等の維持に
ついて適用し、同日前に着手した特別特定建築物等の建築及び当該建築をした特別特定建築物等の維
持については、なお従前の例による。 
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別表（第２６条関係） 

特 別 特 定 建 築 物 等 建築の規模 

学校  

 

床面積の合計 
２，０００平方
メートル未満 

病院又は診療所（患者の入院施設があるものに限る。） 

保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類す
るもの 

博物館、美術館又は図書館 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降
又は待合いの用に供するもの 

診療所（患者の入院施設がないものに限る。） 

床面積の合計 
５００平方メー
トル以上 

集会場又は公会堂 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

公衆浴場 

飲食店 

理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサー
ビス業を営む店舗 

劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

床面積の合計 
１，０００平方
メートル以上 

展示場 

ホテル又は旅館 

体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 
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２．川崎市福祉のまちづくり条例施行規則 
平成９年１１月２１日規則第１０３号 
最近改正令和７年４月１６日規則第５１号 
 

（趣旨） 
第１条 この規則は、川崎市福祉のまちづくり条例（平成９年川崎市条例第３６号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 
（公共的施設） 

第２条 条例第２条第２項に規定する規則で定める施設は、別表第１のとおりとする。 
（整備基準） 

第３条 条例第１０条第２項に規定する規則で定める整備基準は、公共的施設の種類の区分に応じ、別
表第２から別表第６までに定めるとおりとする。 
（整備基準適合証） 

第４条 条例第１４条第１項の規定による請求は、整備基準適合証交付請求書（道路及び公園以外の公
共的施設用）（第１号様式）、整備基準適合証交付請求書（道路用）（第２号様式）又は整備基準適合
証交付請求書（公園用）（第３号様式）により行わなければならない。 

２ 前項の整備基準適合証交付請求書には、道路以外の公共的施設に係るものにあっては第１号から第
４号まで及び第６号に掲げる図書を、道路に係るものにあっては第１号、第２号、第５号及び第６号
に掲げる図書をそれぞれ添付しなければならない。ただし、条例第１７条第１項の規定による届出を
した者については、この限りでない。 

（１）市長が別に定めるところにより、整備基準の適合状況について記載した書類 
（２）方位、道路及び目標となる地物を明示した付近見取図 
（３）縮尺、方位、敷地の境界線、土地の高低、敷地内における建築物の位置、用途及び規模、道路又

は園路の位置及び幅員、敷地内における出入口、駐車場その他の主要部分の位置及び寸法並びに敷
地に接する道の位置及び幅員を明示した配置図 

（４）縮尺、方位、間取り、各室の用途、床の高低並びに出入口、駐車場その他の主要部分の位置及び
寸法を明示した建築物の各階平面図 

（５）縮尺、方位、道路の位置及び幅員並びに土地の高低を明示した平面図 
（６）その他市長が必要と認める図書 
３ 条例第１４条第１項に規定する整備基準適合証は、第４号様式のとおりとする。 
４ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、整備基準適合証の交付を受けた者から整備基準適

合証を返還させることができる。 
（１）虚偽の請求その他不正の事実が判明したとき。 
（２）交付の対象となった公共的施設が、増築、改築、用途の変更、大規模の修繕又は大規模の模様替

えにより整備基準に適合しなくなったとき。 
（３）前２号に掲げる場合のほか、返還させることが適当であると認めるとき。 

（指定施設） 
第５条 条例第１５条に規定する指定施設は、別表第１の公共的施設の欄に掲げる施設のうち、当該指

定施設の欄に定める施設とする。 
（事前協議） 
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第６条 条例第１５条の規定による事前協議は、次の各号に掲げる指定施設の区分に応じ、当該各号に
定める期限までに、指定施設新築等（変更）事前協議書（第５号様式）により行わなければならない。 

（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２第１項（これらの規定を
同法第８８条第１項及び第２項において準用する場合を含む。）に規定する確認の申請（以下「確
認申請」という。）を要する指定施設確認申請をする日の３０日前 

（２）その他の指定施設新築等の工事に着手する日の３０日前 
２ 前項の指定施設新築等（変更）事前協議書には、第４条第２項第１号から第４号まで及び第６号に

掲げる図書を添付しなければならない。 
（軽微な変更） 

第７条 条例第１５条に規定する規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 
（１）整備基準に適合している部分を高齢者、障害者等がより安全かつ快適に利用できるようにする変

更 
（２）工事の着手の予定年月日の変更又は工事の完了の予定年月日の変更 

（工事完了の届出） 
第８条 条例第１７条第１項の規定による届出は、指定施設工事完了届（第６号様式）により行わなけ

ればならない。 
２ 前項の指定施設工事完了届には、事前協議に基づく工事が行われたことを証する写真を添付しなけ

ればならない。 
（勧告） 

第９条 条例第１８条の規定による勧告は、勧告書（第７号様式）により行うものとする。 
（公表） 

第１０条 条例第１９条第１項の規定による公表は、公告等の方法により行うものとする。 
２条例第１９条第２項に規定する通知は、意見等の機会付与通知書（第８号様式）により行うものとす

る。 
（適合状況の報告） 

第１１条 条例第２０条第１項の規定による報告は、市長が定める期日までに、指定施設適合状況報告
書（第９号様式）により行わなければならない。 

２ 前項の指定施設適合状況報告書には、第４条第２項第１号に掲げる書類を添付しなければならない。 
（身分証明書） 

第１２条 条例第２１条第２項の規定による職員の身分を示す証明書は、第１０号様式とする。 
（許可の申請等） 

第１３条 条例第３４条の規定による許可を受けようとする者は、許可申請書（第１１号様式）に、第
４条第２項第２号から第４号まで及び第６号に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、条例第３４条の規定による許可の申請があった場合において、許可の決定をしたときは許
可通知書（第１２号様式）により、不許可の決定をしたときは不許可通知書（第１３号様式）により
申請者に通知するものとする。 
（委任） 

第１４条 この規則の施行に関し必要な事項は、まちづくり局長が定める。 
附則 

この規則は、平成１０年１月１日から施行する。 
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附則（平成１１年３月３１日規則第２４号抄） 
（施行期日） 

１ この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 
附則（平成１１年９月３０日規則第８５号） 

この規則は、平成１１年１０月１日から施行する。 
附則（平成１２年３月３１日規則第４７号） 

（施行期日） 
１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ 改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を

訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 
附則（平成１２年１２月２８日規則第１３６号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 
附則（平成１３年３月３０日規則第１８号抄） 

（施行期日） 
１ この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附則（平成１５年９月１日規則第９９号） 
（施行期日） 

１ この規則は、平成１５年１１月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の規則の規定にかかわらず、この規則の施行の日の前日までに川崎市福祉のまちづくり条例
（平成９年川崎市条例第３６号）第１５条の規定による協議又は同条例第２２条ただし書の規定によ
る通知が行われた公共的施設の新築等で、同日までに工事を完了していないものに係る同条例第１０
条第２項に規定する整備基準については、なお従前の例による。 

附則（平成１６年４月２３日規則第５０号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附則（平成１６年６月２８日規則第６５号） 
この規則は、平成１６年７月１日から施行する。 

附則（平成１８年９月２９日規則第１１４号） 
この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附則（平成２０年１月３１日規則第４号） 
（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の規則（以下「新規則」という。）第６条の規定は、平成２０年５月１日以降に建築基準法
（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２第１項（同法第８８条第１項及び第２項
において準用する場合を含む。）に規定する確認の申請を行う者について適用し、同日の前日までに
当該申請を行う者については、なお従前の例による。 

３ 新規則の規定にかかわらず、この規則の施行の日の前日までに川崎市福祉のまちづくり条例（平成
９年川崎市条例第３６号）第１５条の規定による協議又は同条例第２２条ただし書の規定による通知
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が行われた公共的施設の新築等で、同日までに工事を完了していないものに係る同条例第１０条第２
項に規定する整備基準については、なお従前の例による。 

附則（平成２１年９月４日規則第６７号） 
この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附則（平成２８年３月３１日規則第９号） 
（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この規則（第１条、第１６条及び第１９条を除く。）による改正前の規則の規定により調製した帳
票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用するこ
とができる。 

附則（平成２９年３月３１日規則第３３号） 
この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附則（令和３年３月３１日規則第４０号） 
（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の規則の規定にかかわらず、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに川
崎市福祉のまちづくり条例（平成９年川崎市条例第３６号）第１５条の規定による協議又は川崎市福
祉のまちづくり条例の一部を改正する条例（令和３年川崎市条例第１５号）による改正前の川崎市福
祉のまちづくり条例（以下「旧条例」という。）第２２条ただし書の規定による通知が行われた公共
的施設の新築等で、同日までに工事を完了していないものに係る旧条例第１０条第２項に規定する整
備基準については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に工事中の指定施設の新築等又は施行日から令和３年１０月３０日までに
工事に着手する指定施設の新築等については、改正前の規則第１３条及び第１４条並びに第１１号様
式の規定は、なおその効力を有する。 

４ 改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を
訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

附則（令和７年４月１６日規則第５１号） 
（施行期日） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の規則の規定にかかわらず、この規則の施行の日の前日までに川崎市福祉のまちづくり条例
（平成９年川崎市条例第３６号）第１５条の規定による協議が行われた公共的施設の新築等で、同日
までに工事を完了していないものに係る別表第２の規定の適用については、なお従前の例による。 
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